
※実質公債費比率とは、自治体における収入に占める公債費（地方債の返済）の比率であり、家計で例えると毎月の
給料に対するローン返済額の割合を示します。

※経常収支比率とは、財政構造の弾力性を判断する指標であり、家計に例えると毎月の給料に占める食費や光熱水
費といった生活費やローン返済額の割合を示します。数値が低いほど自由に使えるお金があることになります。

　歳入執行の主な特徴として、町税や寄附金
（ふるさと納税等）の増などがありましたが、地
方債（しおさい長寿命化改修事業等）や国庫支
出金（新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金等）の減などにより歳入全体で前年
度より6億858万円減額となりました。
　社会保障施策に要する経費に充てる地方消
費税交付金の引上げ分については、5,722万円
を障害者や子育て支援の充実を図るため民生
費へ充当いたしました。

　実質公債費比率（18%を超えてしまうと、計画の策定などが義務付けられる）は13.5%で昨年度より
0.6ポイント減少しました。経常収支比率（70 ～ 80%までが適正比率とされている）は92.0%で昨年度よ
り2.1ポイント上昇しました。

　歳出執行の主な特徴として、総務費（ふるさ
と納税関連業務等）の増がありましたが、商工
費（しおさい長寿命化改修事業の完了）や教育
費（ふるさとドーム改修事業の完了）、衛生費

（新中間処理施設建設事業の減）などの減によ
り、歳出全体で前年度より6億5,314万円減額と
なりました。

　令和6年度の一般会計決算における実質収支
は4,535万円（次年度予算への繰越財源を除く）
となりました。

一般会計 歳入

財政指標

一般会計 歳出

実質収支

歳入総額歳入総額
51億 8,792万円
（前年度比　10.5％減）

地方交付税
27億3,670万円

52.8%

国・道支出金
6億5,488万円

12.6%

町税
4億2,277万円

8.1%

町債
4億664万円

7.8%
繰入金

2億6,000万円
5.0%

寄付金
1億8,536万円

3.6%

その他
5億2,157万円
10.10%

まちの財政通信簿

衛生費
9億2,499万円

18.0%

民生費
7億783万円
13.8%

公債費
7億9,460万円

15.5%

総務費
6億9,414万円

13.5%

給与費
5億4,047万円

10.5%

土木費
1億7,273万円

3.7%

土木費
3億4,476万円

6.7% 農林水産業費
4億5,171万円

8.8%

消防費
1億8,942万円

3.7%

教育費
2億5,389万円

4.9%

商工費
1億8,618万円

3.6%

議会費
5,024万円
1.0%

災害復旧費
0万円
0%

歳出総額歳出総額
51億 3,823万円
（前年度比　11.3％減）

を報告します令和 6年度

区　分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
実 質 公 債 費 比 率 13.2％ 13.2％ 13.7％ 14.1％ 13.5％
経 常 収 支 比 率 85.3％ 79.5％ 89.3％ 89.9％ 92.0％
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